
　

新
た
な
時
代
の
変
化
に
伴
い
複
雑
・

多
様
化
す
る
住
民
ニ
ー
ズ
に
柔
軟
に
対

応
す
る
た
め
、
全
て
の
事
務
事
業
を
整

理
・
合
理
化
の
対
象
と
し
、
そ
の
中
で

特
に
掲
げ
る
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る

事
務
事
業
に
つ
い
て
、
歳
入
面
か
ら
は

主
に
受
益
と
負
担
の
公
平
性
、
公
正
性

等
の
観
点
か
ら
、
歳
出
面
か
ら
は
限
ら

れ
た
財
源
の
中
で
効
率
性
や
効
果
な
ど

を
総
合
的
か
つ
的
確
に
把
握
し
、
整
理
・

合
理
化
を
進
め
ま
す
。

　

事
務
事
業
並
び
に
公
の
施
設
及
び
公

の
施
設
以
外
の
施
設
の
管
理
に
つ
い
て
、

こ
れ
ま
で
諸
種
の
業
務
を
民
間
委
託
な

ど
民
間
活
力
の
導
入
を
進
め
て
き
ま
し

た
。

　

今
後
も
、
民
間
等
が
持
つ
専
門
的
な

ノ
ウ
ハ
ウ
・
技
術
を
効
果
的
に
活
用
す

る
こ
と
及
び
限
ら
れ
た
財
源
や
人
材
を

も
っ
て
簡
素
で
効
率
的
な
行
政
運
営
を

図
る
こ
と
に
よ
り
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
の

向
上
を
図
り
ま
す
。

　

改
正
地
方
自
治
法
に
基
づ
く
指
定
管

理
者
制
度
は
、
「
公
の
施
設
」
の
管
理

に
民
間
の
能
力
を
活
用
し
つ
つ
、
住
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、

経
費
の
節
減
等
を
図
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
い
る
制
度
で
あ
り
ま
す
が
、
一
方

で
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
に

つ
な
が
る
と
懸
念
さ
れ
て
お

り
、
先
進
自
治
体
の
状
況
を

参
考
に
検
討
を
行
っ
て
い
き

ま
す
。

　　

定
員
管
理
に
あ
た
り
、
社

会
経
済
情
勢
の
変
化
等
を
踏

ま
え
、
対
応
す
べ
き
行
政
需

要
の
範
囲
、
施
策
の
内
容
及

び
手
法
を
改
め
て
見
直
し
な

が
ら
適
正
化
に
取
組
み
ま
す
。

　

特
に
、
抜
本
的
な
事
務
事

業
の
整
理
、
組
織
の
合
理
化
、

職
員
の
適
正
配
置
、
積
極
的

な
民
間
委
託
等
の
推
進
に
努

め
る
と
と
も
に
、
退
職
者
の

補
充
を
ど
の
程
度
行
う
べ
き

か
十
分
検
討
し
た
上
、
極
力

職
員
数
の
抑
制
に
取
組
み
ま

す
。

　

全
般
に
わ
た
り
、
そ
の
業
務
の
性
格

や
内
容
を
踏
ま
え
つ
つ
、
住
民
の
納
得

と
支
持
が
得
ら
れ
る
よ
う
、
給
与
制
度
・

運
用
・
水
準
の
適
正
化
を
推
進
し
ま
す
。

　

特
に
、
人
事
院
制
度
の
な
い
特
別
職

の
報
酬
、
給
料
等
の
見
直
し
、
退
職
手

当
の
支
給
率
の
見
直
し
、
特
殊
勤
務
手

当
て
を
は
じ
め
と
し
た
諸
手
当
の
適
正

化
な
ど
に
つ
い
て
、
周
辺
市
町
の
動
向

を
勘
案
し
な
が
ら
取
組
み
ま
す
。

　

国
の
集
中
改
革
プ
ラ
ン
の
項
目
で
あ

る
た
め
、
項
目
化
し
て
い
る
が
、
当
町

に
お
い
て
は
出
資
比
率
25
％
以
上
の
第

三
セ
ク
タ
ー
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

各
基
本
項
目
の
内
容
か
ら
経
費
節
減

等
に
努
め
ま
す
。

〈
今
後
の
措
置
〉

　

今
後
、
当
大
綱
に
基
づ
い
て
具
体
的

な
取
組
み
を
行
っ
て
い
き
ま
す
が
、
日

常
的
に
実
施
す
べ
き
重
点
課
題
も
多
く

あ
り
、
永
続
的
に
不
断
の
努
力
と
し
て

行
政
改
革
の
推
進
を
図
っ
て
い
き
ま
す

の
で
、
町
民
の
皆
様
の
ご
理
解
と
ご
協

力
を
お
願
い
し
ま
す
。

資料：総務省「地方財政状況調査」(16年度)「地方公共団体定員管理調査」より作成

注１）普通会計とは、各地方公共団体間の財政的な比較等を行うため、地方財政統計

上統一的に用いられている会計区分である。川越町においては、総職員数120人（17

年４月１日現在）のうち病院、水道等の事業職員を除いたものが普通会計職員である。

注２）類似団体とは、地方公共団体定員管理調査上で、全市町村を人口と産業構造を

基準にグループに分けたもので、川越町は、人口１万人以上１万３千人以下、第２次・

第３次産業が85％以上のグループに属している。

第
4
次
川
越
町
行
政
改
革
大
綱

　

当
町
は
、
平
成
８
年
に
策
定
し
た
行
政
改
革
大
綱
を
機
に
行
政
運
営
と
行
政
サ

ー
ビ
ス
の
向
上
を
目
指
し
、
改
革
に
取
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　

こ
の
間
、
地
方
分
権
の
推
進
、
少
子
高
齢
化
、
住
民
ニ
ー
ズ
の
高
度
化
・
多
様

化
な
ど
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
が
激
し
い
中
、
我
が
国
の
行
財
政
を
取
り
巻
く
環

境
は
依
然
と
し
て
厳
し
く
、
一
層
の
行
政
改
革
の
推
進
が
急
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
の
行
政
改
革
に
お
い
て
は
、
開
か
れ
た
行
政
、
事
務
事
業
の
整
理
・

合
理
化
、
行
政
運
営
の
効
率
化
、
職
員
の
政
策
能
力
開
発
等
の
推
進
、
公
共
施
設

の
整
備
及
び
管
理
運
営
の
５
項
目
に
取
組
み
、
旅
費
、
特
殊
勤
務
手
当
、
補
助
金

等
の
見
直
し
等
、
積
極
的
に
行
政
改
革
に
取
組
ん
で
き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

　

平
成
17
年
３
月
総
務
省
に
お
い
て
「
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
行
政
改
革
の
推

進
の
た
め
の
新
た
な
指
針
」
が
策
定
さ
れ
、
さ
ら
な
る
行
政
改
革
に
取
組
む
べ
く

指
針
が
示
さ
れ
、
地
方
公
共
団
体
が
取
組
む
べ
く
行
政
改
革
を
集
中
改
革
プ
ラ
ン

と
し
て
策
定
又
は
見
直
し
、
住
民
に
明
示
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
指
針
で
は
、
具
体
的
に
取
組
む
内
容
と
し
て
次
の
項
目
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

○
事
務
事
業
の
整
理
・
合
理
化　

○
民
間
委
託
等
の
推
進　

○
定
員
管
理
の
適
正

化　

○
給
与
の
適
正
化　

○
第
三
セ
ク
タ
ー
の
見
直
し　

○
経
費
節
減
等
の
財
政

効
果

　

当
町
に
お
い
て
も
、
指
針
の
趣
旨
に
則
り
、
集
中
改
革
プ
ラ
ン
の
項
目
を
本
改

革
大
綱
の
基
本
項
目
と
し
、
従
前
の
行
政
改
革
大
綱
を
踏
襲
し
つ
つ
見
直
す
と
と

も
に
、
平
成
17
年
度
か
ら
平
成
21
年
度
ま
で
の
新
た
な
行
政
改
革
大
綱
を
策
定
し
、

行
政
改
革
の
強
化
を
図
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

各
項
目
の
基
本
方
針
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

１
、
事
務
事
業
の
整
理
・
合
理
化

３
、
定
員
管
理
の

　
　
　
　
　
　

適
正
化

５
、
第
３
セ
ク
タ
ー
の
見
直
し

６
、
経
費
節
減
等
の
財
政
効
果

４
、
給
与
の
適
正
化

２
、
民
間
委
託
等
の
推
進

図表１　類似団体等職員数（普通会計職員数）
人　口

川　　越　　町
職員数 職員１人当たりの人口

12,409人 80人 155人

類似団体平均(70) 11,513人 93人 124人

　

歳
出
予
算
で
構
成
比
が
一
番
高
い
の
は
、
総
務
費
で
４０
・
６
％
と
な
っ
て
お

り
、
次
い
で
土
木
費
、
民
生
費
、
教
育
費
、
衛
生
費
の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
総
務
費
は
８０
・
６
％
増
の
３６
億
８　

０
６
２
万
８

千
円
、
土
木
費
は
２８
・
９
％
増
の
１４
億
４
６
９
万
３
千
円
、
民
生
費
は
１３
・
６

％
増
の
１３
億
９　

２
１
８
万
６
千
円
、
教
育
費
は
９７
・
８
％
増
の
１３
億
９　

２

０
０
万
８
千
円
、
衛
生
費
は
４
・
１
％
増
の
３
億
６　

３
２
５
万
４
千
円
と
な

り
ま
し
た
。

新
庁
舎
建
設
工
事
に
伴
い
、

　
　
　

総
務
費
の
構
成
が
高
く
な
り
ま
し
た

【
総
務
費
】

　

主
に
全
般
的
な
管
理
事
務
や
町
の
共
通
経
費

な
ど
に
関
す
る
予
算
で
す
。
本
年
度
の
主
な
事

業
と
し
て
、
前
年
度
に
引
続
き
新
庁
舎
建
設
工

事
を
実
施
し
ま
す
。
関
連
し
て
新
庁
舎
の
完
成

後
、
現
庁
舎
か
ら
防
災
無
線
等
各
設
備
の
移
設

工
事
や
引
越
業
務
も
実
施
し
ま
す
。
ま
た
、
富

洲
原
駅
地
区
整
備
の
た
め
の
基
本
設
計
策
定
業

務
、
各
地
区
の
公
共
的
要
望
に
対
応
し
た
環
境

整
備
事
業
、
住
民
票
等
各
種
窓
口
発
行
業
務
の

簡
素
化
の
た
め
の
自
動
交
付
機
設
置
事
業
を
実

施
し
ま
す
。
交
通
安
全
事
業
と
し
て
、
町
内
の

道
路
に
カ
ー
ブ
ミ
ラ
ー
や
街
灯
等
を
設
置
し
、

交
通
安
全
の
推
進
を
図
り
ま
す
。

【
土
木
費
】

　

主
に
道
路
や
水
路
の
整
備
を
行
い
、
み
な
さ

ん
の
利
便
性
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
予
算
で
す
。

新
庁
舎
へ
の
ア
ク
セ
ス
に
関
連
し
た
町
道
の
整

備
等
を
行
う
と
と
も
に
、
雨
水
に
よ
る
浸
水
へ

の
対
策
と
し
て
都
市
下
水
路
の
整
備
等
を
実
施

し
ま
す
。

【
民
生
費
】

　

主
に
社
会
福
祉
、
児
童
福
祉
、
障
害
者
福
祉
、

高
齢
者
福
祉
な
ど
に
関
す
る
予
算
で
す
。
本
年

度
は
、
児
童
福
祉
事
業
と
し
て
、
児
童
館
の
建

設
の
た
め
の
土
地
購
入
、
児
童
公
園
の
遊
具
の

改
修
を
実
施
し
ま
す
。
ま
た
、
延
長
保
育
の
促

進
等
子
育
て
支
援
対
策
事
業
の
充
実
を
図
り
ま

す
。
障
害
者
福
祉
事
業
と
し
て
、
本
年
度
か
ら

施
行
さ
れ
る
自
立
支
援
法
に
よ
り
、
障
害
者
福

祉
計
画
の
見
直
し
業
務
、
障
害
者
自
立
支
援
居

宅
介
護
、
障
害
者
自
立
支
援
施
設
訓
練
等
の
各

事
業
を
推
進
し
ま
す
。
ま
た
、
昨
年
度
に
引
続

き
、
在
宅
ひ
と
り
暮
し
に
対
す
る
障
害
者
緊
急

通
報
装
置
事
業
、
心
身
障
害
者
へ
の
理
髪
や
お

む
つ
等
の
給
付
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
し
ま
す
。
高

齢
者
福
祉
事
業
と
し
て
、
昨
年
度
に
引
続
き
介

護
保
険
の
対
象
と
な
ら
な
か
っ
た
方
々
を
対
象

と
し
た
老
人
ふ
れ
あ
い
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ

ス
や
老
人
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
の
予
防
を
図

る
元
気
老
人
対
策
事
業
の
推
進
、
独
居
老
人
に

対
す
る
緊
急
通
報
装
置
事
業
等
を
実
施
し
ま
す
。

【
教
育
費
】

　

主
に
幼
稚
園
や
小
中
学
校
、
社
会
教
育
な
ど

に
関
す
る
予
算
で
す
。
本
年
度
は
、
主
な
事
業

と
し
て
給
食
セ
ン
タ
ー
建
設
工
事
を
実
施
し
ま

す
。
ま
た
、
教
育
環
境
の
向
上
の
た
め
中
学
校

普
通
教
室
へ
の
空
調
設
置
工
事
や
前
年
度
に
引

続
き
、
小
中
学
校
に
お
け
る
少
人
数
教
育
を
目

的
と
し
た
基
礎
学
力
充
実
の
た
め
の
教
員
加
配

事
業
、
小
学
校
児
童
の
登
下
校
時
の
巡
回
及
び

校
内
パ
ト
ロ
ー
ル
に
よ
る
防
犯
対
策
と
し
て
ス

ク
ー
ル
サ
ポ
ー
ト
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
事
業
を
実
施

し
ま
す
。
社
会
教
育
に
お
い
て
は
、
昨
年
度
に

引
続
き
、
老
朽
化
し
た
地
区
公
民
館
修
繕
工
事

を
実
施
し
ま
す
。
ま
た
、
み
な
さ
ん
が
安
心
・

快
適
に
利
用
し
て
い
た
だ
く
た
め
に
野
球
場
の

照
明
修
繕
工
事
を
実
施
し
ま
す
。

【
衛
生
費
】

　

保
健
衛
生
や
ご
み
対
策
な
ど
に
関
す
る
予
算

で
す
。
健
康
管
理
セ
ン
タ
ー
で
各
種
検
診
や
健

康
診
断
、
育
児
相
談
な
ど
保
健
事
業
を
実
施
し
、

み
な
さ
ん
の
健
康
増
進
の
お
手
伝
い
を
し
ま
す
。

ま
た
、
本
年
度
か
ら
診
療
所
・
い
き
い
き
セ
ン

タ
ー
・
各
小
中
学
校
・
中
央
公
民
館
・
総
合
体

育
館
・
役
場
庁
舎
に
Ａ
Ｅ
Ｄ
（
自
動
体
外
除
細

動
器
）
を
配
備
し
ま
す
。
ご
み
対
策
と
し
て
、

分
別
収
集
の
徹
底
を
行
い
ご
み
の
減
量
化
を
推

進
し
ま
す
。
ま
た
、
昨
年
に
引
続
き
不
法
投
棄

の
防
止
対
策
と
し
て
、
ご
み
集
積
所
等
を
中
心

と
し
た
町
内
パ
ト
ロ
ー
ル
を
推
進
し
ま
す
。
さ

ら
に
一
般
家
庭
に
お
け
る
住
宅
太
陽
光
発
電
シ

ス
テ
ム
設
置
や
低
公
害
車
購
入
に
対
す
る
助
成

制
度
を
実
施
し
ま
す
。

【
諸
支
出
金
】

　

主
に
特
定
目
的
の
た
め
の
資
金
積
立
な
ど
に

関
す
る
予
算
で
す
。
本
年
度
は
、
各
基
金
の
運

用
利
子
の
積
立
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

【
消
防
費
】

　

み
な
さ
ん
の
生
命
と
財
産
を
守
る
た
め
昼
夜

を
問
わ
ず
活
躍
し
て
い
る
消
防
団
員
の
活
動
費

や
消
防
施
設
整
備
な
ど
に
関
す
る
予
算
で
す
。

本
年
度
は
、
火
災
や
災
害
時
の
た
め
の
防
災
無

線
基
地
局
の
整
備
を
行
い
ま
す
。
ま
た
、
豊
田

地
区
へ
の
防
火
水
槽
の
設
置
、
各
地
区
で
の
消

火
栓
の
新
設
・
改
修
、
一
般
木
造
住
宅
に
お
け

る
耐
震
診
断
等
を
実
施
し
ま
す
。

【
農
林
水
産
業
費
】

　

各
種
農
業
対
策
、
農
地
、
水
産
業
な
ど
に
関

す
る
予
算
で
す
。
用
排
水
路
の
修
繕
工
事
、
集

団
転
作
に
対
す
る
助
成
や
農
園
活
動
を
通
じ
て

の
地
域
交
流
を
目
的
と
し
た
、
い
き
い
き
農
園

設
置
に
対
す
る
補
助
事
業
を
引
続
き
実
施
し
ま

す
。
ま
た
、
漁
港
の
水
門
の
老
朽
化
に
伴
い
修

繕
を
実
施
し
ま
す
。

【
商
工
費
】

　

商
工
業
の
振
興
な
ど
に
関
す
る
予
算
で
す
。

朝
明
商
工
会
へ
の
助
成
等
を
行
い
ま
す
。

歳出

一般会計
歳　　出

（　）内は前年度比増減率

36億8,062万8千円
（80.6％）

総務費

14億469万3千円
（28.9％）

土木費

13億9,218万6千円
（13.6％）

民生費

13億9,200万8千円
（97.8％）

3億6,325万4千円（4.1％）

教育費

衛生費

2億2,328万円（▲29.4％）諸支出金

2億2,320万1千円（3.7％）消防費

3億8,055万円（3.7％）
その他
(※2)

その他の内訳
(※2)

●公債費　1億3,781万6千円(▲0.3％)

●農林水産業費　1億935万8千円(13.8％)

●議会費　1億500万5千円(▲0.1％)

●商工費　1,835万5千円(6.2％)

●予備費　1,000万円(0.0％)

●災害救助費　1万6千円（0.0％)

合　計
90億5,980万円
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